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研究要旨 

【目的】全国すべての離島歯科診療所を対象にアンケート調査を実施した。この研究の目的は、各歯

科診療所が提供している歯科診療の実績、新型コロナ感染症拡大に伴うオンライン歯科診療や ICT（情

報通信技術）の活用、および各歯科診療所が抱える課題等について明らかにすることである。 

【方法】質問紙による郵送法調査を実施した。調査票の項目は、歯科診療所に関すること、歯科診療

状況、施設基準、ICT を用いた取り組み実績、病診連携に関すること、および歯科診療の課題について

の 15項目であった。全国すべての離島歯科医院 297 施設に対して調査票を送付し、146 施設から回答

を得た。 

【結果】歯科診療所の開設者は、「個人」が最も多く 79施設であった。院長の平均年齢は、58.1 歳で

あり、全国平均値より高かった。 

【考察】今後、離島部の歯科診療所においても、院長の継承問題が顕在化し、歯科医療サービスを受

けることが困難になる離島民の増加も予想された。「新型コロナウイルス感染症拡大に対しての電話

や通信機器を用いた診療」、および「オンラインによる病院歯科や専門医へのコンサルテーション」は、

それぞれ４施設と少なかった。オンライン診療を可能にする歯科大学や歯科医師会からの積極的な支

援とともに、離島部でのインフラ整備の必要性が示唆された。継続的な離島歯科診療が可能となるた

めの取り組みとしては、「離島勤務できる歯科衛生士の人材育成と確保」「離島勤務ができる歯科医師

の人材育成と確保」等があげられた。仕事の満足度を高める歯科診療活動の展開、継続勤務を支える

待遇改善とキャリア教育の提供、奨学金を含めた人材確保等の取り組みの検討が必要と思われた。 

 

Ａ．研究目的 

 令和元年度無歯科医地区等調査によると、無歯

科医地区は全国777地区存在し、うち離島振興法

が適用されている地区は80地区であり、北海道か

ら沖縄まで広く存在していることが報告されてい

る１）２）。 

 無歯科医地区としての離島が存在する厳しい現

状のなか、離島歯科診療所では、さまざまな課題

を抱えていることが予想される。先行研究で、離

島歯科診療所の活動実績に関する報告３）４）は散見

されるものの、離島歯科診療所を対象とした全国

調査はみられない。 

 本研究は、全国に存在するすべての離島歯科診

療所を対象に、各歯科診療所が提供している歯科

診療の実績、新型コロナ感染症拡大に伴うオンラ

イン歯科診療やICT（情報通信技術）の活用、お

よび各歯科診療所が抱える課題等について明らか

にすることを目的にして実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

 質問紙による郵送法で調査した。調査票の項目は、

歯科診療所に関すること、歯科診療状況、施設基準、

電話や通信機器を用いた取り組み実績、病診連携に

関すること、および歯科診療の課題についての全

15項目であった。令和４（2022）年12月２日に調

査票を発送し、令和５（2023）年１月13日を締め

切りとして回収を行った。 

 わが国の離島に存在するすべての歯科医院 297

施設に対して調査票を送付した。送付した施設の内

訳は、公的施設が68、民間施設229施設であった。

回収は、全体として146施設（公的43施設：回収

率63.2％、民間103施設（45.0％））であった。 

 本調査は、自治医科大学の倫理審査委員会の審

査・承認を得て実施された（承認番号：臨大22-131）。 
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Ｃ．研究結果 

 回答があった146施設についての結果は、以下の

とおりであった。 

 

１．歯科診療所の属性 

 歯科診療所の所在地については、「全部離島」と

回答した施設が最も多く125施設（92.6％）であっ

た。 

 歯科診療所の開設者については、「個人」が最も

多く79施設（54.9％）であった。次いで「市町村」

40施設（27.9％）、「医療法人」21施設（14.6％）

であった。ひと月の平均診療日数は、19.9日（最小

値3日-最大値27日）であった。 

 歯科診療所の診療曜日については、土曜日の午後

に診療している歯科診療所は、43 診療所（33.3%）

であった 。また少数ではあったが、日曜・祝日に

診療している歯科診療所が存在した。 

 常勤歯科医師数、および常勤歯科衛生士数の平均

値は、それぞれ1.2人、および1.6人であった。一

方、非常勤歯科医師数、および非常勤歯科衛生士数

の平均値は、それぞれ1.2人、および0.9人であっ

た。 

 歯科診療所の標榜科目については、「歯科一般」

と回答した診療所が最も多く142診療所（97.3%）

であった。ついで小児歯科54施設（37.0％）、歯科

口腔外科33施設（22.6％）であった。 

 

２．院長の属性 

 院長の性別については、男性が133人（93.7%）

と多かった。平均年齢は、58.1 歳（最小値 26 歳-

最大値84歳）であった。院長としての勤務年数の

平均値は20.6年であり、最も長い勤務年数は60年

であった。 

 院長として勤務する前に 当該離島に生活歴があ

ったとした者は65人（45.8%）であった。専門医の

資格を持つ者は少なく「口腔外科専門医」が３名

（2.1%）であった  

 

３．歯科診療状況 

 特定日（令和４年12月７日（水曜日））の診療件

数について質問した。 

 年齢区分別の患者数は「18歳から64歳」の者が

最も多く、平均で10.7人（最小値０人-最大値190

人）であった。ついで「65歳以上」の者（平均9.7

人）、「18歳未満」の者（平均1.9人）であった。 

 外来の種類別では、初診患者3.5人 （最小値０

人-最大値70人）、再診患者18.3人（最小値0人-

最大値190人）であった。 

 外来内容の種類別にみると、「通院」が最も多く

平均値21.4人（最小値０人-最大値260人）であっ

た。「訪問診療」は、わずかに0.9人（最小値0人

-最大値35人）であった。オンライン診療の実績は、

皆無であった。 

 

４．歯科診療所の施設基準 

 歯科診療所の施設基準については「歯科治療時医

療管理料」が最も多く45診療所（30.8%）であった。

ついで「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」

18施設（12.3%）、「在宅患者歯科治療時医療管理料」

14施設（9.6%）等であった。 

 
 

５．電話や通信機器を用いた取り組みの実績 

 電話や通信機器を用いた取り組みの実績につい

ては、「新型コロナウイルス感染症拡大に対しての

電話や通信機器を用いた診療」、および「オンライ

ンによる病院歯科や専門医へのコンサルテーショ

ン」は、それぞれ４施設（2.7%）と少なかった。一

方、「歯科医師会主催の研修会や専門学会などへの

オンライン参加」は81施設（55.5%）、「歯科医師会

などとのテレビ会議」61施設（41.8%）であり、約

半数の歯科診療所においてオンライン研修やオン

ライン会議への参加がみられた。 

 
 

６．病診（診診）連携 

 過去一ヶ月間に「周術期口腔機能管理」と関連し

た歯科診療行為を算定した診療所は、22 施設

（15.8%）であった。また、過去一ヶ月間に「診療
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情報提供料（１）」を算定した歯科診療所は83施設

（58.9%）であった 。 

  

７．離島歯科診療の課題 

１）継続的な歯科診療を可能とする取り組み 

 継続的な離島歯科診療が可能となるための取り

組みとしては、「離島勤務できる歯科衛生士の人材

育成と確保」103施設（70.5%）が最も大きかった。

ついで「離島勤務ができる歯科医師の人材育成と確

保」77施設（52.7％）、「代診を依頼することができ

るシステムの確立」50施設（34.2％）等であった。 

 

２）各歯科診療所の課題 

 対象となった各歯科診療所の課題としては、「歯

科衛生士が確保できない」66施設（45.2％）であっ

た。ついで「歯科診療所を継承してくれる歯科医師

がいない」52施設（35.6％）、「容易に休暇がとれな

い」51施設（34.9％）、「要介護高齢者や障害者（児）

への歯科診療に対する不安がある」46施設（31.5％）

等であった。 

 

 

３）自治体が実施する歯科保健活動への参加 

 島内の自治体が実施する歯科保健活動への参加

については、「学校歯科健康診断」が最も多く 115

施設（78.8%）であった。ついで「乳幼児歯科健康

診査、妊産婦歯科検診などの母子歯科保健事業」100

施設（68.5％）、「成人式健康診査（歯周病検診や後

期高齢者歯科検診）」91施設（62.3％）等であった。 

 

８．自由回答 

 自由回答欄には様々な意見があった。自由回答を

大きくまとめると、 

・歯科衛生士の確保が困難であること、 

・歯科医師自身が高齢であり、継承問題を抱えてお

り、将来が不安であること、 

・安定した診療歯科診療体制を継続するためには、

保険診療の各種制限の緩和が必要、 

・行政との連携の重要性、  

・歯学部からの歯科医師派遣体制、 

・歯科医療体制を構築するためには、島民とのコミ

ュニケーションが必要、 

等であった。 

 

Ｄ．考察 

 全国の離島にある全 297 歯科診療所に対して調

査を依頼し、146歯科診療所から回答を得て分析を

行った。その結果、離島歯科診療所の取り組み、お

よび歯科診療の現状が明らかなった。コロナ感染症

拡大を機としたオンライン診療や歯科相談の実績

は小さかった。また、継続的な歯科診療を可能とす

る取り組みは、歯科衛生士、および歯科医師の育成

と確保、および代診を可能とするシステムの確立が

あげられた。各歯科診療所における課題は、継続的

な歯科診療を可能とする取り組みと関連しており、

歯科衛生士、および歯科医師の確保が困難、および

容易に休暇がとれないことがあげられていた。 

 本調査の対象である院長の平均年齢は58.1歳で

あり、全国の診療所勤務の歯科医師の平均年齢

54.3歳と比較して高かった５）。本調査では、35.6％

の者が「歯科診療所を継承してくれる歯科医師がい

ない」と回答していた。診療所勤務の歯科医師は、

地理的な偏在は改善しているものの、人口の少ない

町村で働く歯科医師数は減少していることが報告

されている６）。また島根県の山間部では、無歯科医

村が広がり、歯科医療サービスを受けられない者が

増加することが予想されている７）。今後、離島部の

歯科診療所においても、院長（歯科医師）の継承問

題が顕在化し、歯科医療サービスを受けることが困

難となる離島民が増加することが予想された。 

 コロナ感染症の拡大を機に、オンラインによる歯

科診療は期待されているものの実績は小さく８）、歯

科診療の特殊性から口腔粘膜疾患が主体であるこ

とが示されている９）。本調査では、電話や通信機器

を用いた診療、およびオンラインを通じた専門医へ
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のコンサルテーションは小さかったが、歯科大学や

歯科医師会の積極的な支援を得ることで専門医へ

のコンサルテーション等の活用の可能性が高まる

ことが期待できる。ただし、自由回答では「光回線」

が欲しいとの意見がみられるなど、離島におけるイ

ンフラ整備も必要である。 

 離島歯科診療所では、歯科衛生士の確保が大きな

課題として取り上げられた。歯科衛生士の需要は、

全国的に高まっているにもかかわらず、人材確保が

困難な状況が示されている 10）。また、歯科衛生士の

継続した就業には、仕事への満足度が要因としてあ

げられており、継続したキャリア教育の必要性が示

されている 11）。離島歯科診療所という限定的な環

境においても、歯科治療のみならず定期健診や歯周

疾患管理を中心とした活動実績を通じて離島民の

歯科保健行動や口腔内の変化が報告されている３）

４）。歯科衛生士の継続勤務を支えるワークライフバ

ランスや待遇の改善とともに、歯科衛生士としての

仕事の満足度を高める魅力ある歯科診療サービス

の展開、継続したキャリア教育の支援等が必要と思

われた。 

 臨床歯科医に対する就業地希望の調査によると、

就業先の選択には出身地志向が強いことが示され

ている 12）。歯科医師の人材確保にも共通する取り

組みとなるが、離島あるいは離島を保有する自治体

出身の歯科・歯科衛生士学生や臨床研修医に対して

奨学金を付与する等、地元で勤務しやすい支援も一

案かもしれない。さらには、自由回答では、歯学部

や歯科医師会からの人材派遣が行える制度の設置

等、市場原理に任せるだけの歯科専門職の配置のみ

では、離島部における歯科専門職の人材確保が難し

いことが伺えた。 

  

Ｅ．結論 

 離島歯科診療所を対象とした調査を実施した結

果、離島歯科診療所の取り組み、および診療の現状

が明らかなった。コロナ感染症拡大を機に展開が期

待されたオンライン診療の実績は小さかった。離島

歯科診療における課題は、歯科衛生士、および歯科

医師の人材育成と確保があげられた。 
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